
Ｎｏ 分類
事業名称

（担当課）
事業概要

総事業費
（うち交付金

充当額）
事業費内訳 効果検証

1
市民への
支援策

電力・ガス・食料品
等価格高騰重点支援
給付金【低所得者世
帯給付金】（生活支
援課）

物価高が続く中で低所得世帯への支援を
行うことで、低所得の方々の生活を維持
する。

 1,731,889,980円
（1,691,784,000円）

消耗品　26,763円（確認書格納用コンテナ
一式、プリンターラベル1式）
支援金ひとり70,000円×23,809世帯=
1,666,630,000円（支給条件：令和5年度非
課税世帯等）
支給にかかる事務費65,373,687円
（郵便料 6,442,922円、振込手数料
2,627,020円、業務委託料 45,578,745円、電
算業務委託料 10,725,000円）

※成果目標である振り込み率90％に対し
て、実績は94％であった。成果目標は達成
しており、物価高騰で苦しむ低所得世帯へ
の生活費の補助につながった。

2
市民への
支援策

令和5年度生活支援
重点支援給付金【物
価高騰対策給付金】
（生活支援課）

物価高が続く中で住民税均等割のみ課税
世帯等への支援を行う。

 403,850,000円
（403,850,000円）

消耗品　9,515円（付箋40個、輪ゴム2箱、
のり10本、シャープペンシル20本、消しゴム
20個）
支援金ひとり100,000円×3,940世帯=
394,000,000円（支給条件：令和5年度均等
割のみ課税世帯）
支給にかかる事務費11,665,642円
（郵便料 493,414円、振込手数料 436,810
円、業務委託料1,632,918円、電算業務委
託料 9,102,500円）

※成果目標である振り込み率90％に対し
て、実績は98％であった。成果目標は達成
しており、物価高騰で苦しむ低所得世帯へ
の生活費の補助につながった。

3
市民への
支援策

物価高騰対応重点支
援給付金（こども加
算）【物価高騰対策
給付金】（生活支援
課）

物価高が続く中で子育てをしている低所
得世帯への支援を行う。

 150,222,500円
（150,222,500円）

支援金ひとり50,000円×2,921人=
146,050,000円（支給条件：令和5年度低所
得世帯内にいる18歳以下児童1人につき5
万円）
支給にかかる事務費9,282,678円
（郵便料 241,432円、振込手数料 190,410
円、業務委託料1,563,336円、電算業務委
託料 7,287,500円）

※成果目標である振り込み率90％に対し
て、実績は98％であった。成果目標は達成
しており、物価高騰で苦しむ低所得世帯へ
の生活費の補助につながった。

合計
 2,285,962,480円

（2,245,856,500円）

令和５年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業　実施状況及び効果検証


